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は  じ  め  に 

 本報告書は、労働政策研究・研修機構の前身である、日本労働研究機構が刊行した資料シ

リーズ№131『諸外国の若者就業支援政策の展開―イギリスとスウェーデンを中心にー』の
続編にあたる。

 かつて日本の教育から職業への移行システムは、ドイツと並び、低い若年失業率を維持す

るのに寄与してきた。日本の高卒者の就職支援システムである「実績関係」、そしてドイツの

デュアルシステムは、若者をうまく移行させている事例として高い評価がなされている。す

なわちこの２つのタイプの移行システムは、不安定な就業状態が一部の不利な若者に集中す

る傾向が見られる中、高い学歴を持たない、不利な立場に置かれた若者の円滑な移行に成功

してきた数少ない成功例であったと言える。

 しかしながら、近年日本においては、若年失業率や高卒無業率（高校を卒業しても、進学

も就職もしない者の割合）の上昇や、フリーターの増加が問題となっている。こうした現象

に対して日本労働研究機構では、1999年より調査研究を開始し、その実態を把握するととも
に、支援の必要性について論じてきた。

他方で、高い若年失業率を経験してきた諸外国が、どのように若者を支援しているのかに

ついての情報収集にも努め、資料シリーズでは特に若者の就業状況の改善が見られるイギリ

スとスウェーデンについて詳しく探った。これに引き続き本報告書では、組織的な移行シス

テムが長い間存在しなかったアメリカと、日本とならんで優れた移行システムを持つドイツ

において、移行がどのように行われ、またどのような移行支援が行われているのかについて

検討した。そしてこの４カ国の比較検討をもとに、我が国ではどのように日本の若者の移行

を支援できるのかについて政策提言を行っている。なお本研究は、厚生労働省職業安定局業

務指導課からの「諸外国の若年者雇用政策に関する研究」の要請に応えるために行った調査

研究の一部でもある。

 日本でもごく最近になって、若者を社会的に支援しようとする動きが見られるようになっ

た。日本労働研究機構が若者の就業行動に関する研究をはじめた頃には、このような社会的

な支援をしようという動きはあまり見られなかった。本報告書が、若者への社会的な支援が

一時的なものに終わることなく、今後も継続的になされていくための資料として参考になれ

ば幸いである。

 なお本報告書の執筆は別記のそれぞれが担当したが、とりまとめは小杉礼子（人材育成・

副統括研究員）、堀 有喜衣（同・研究員）があたった。
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